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※ 本答申は、特に注記がない場合、参考資料（海外事例等）も含め、平成２９年８月末 

時点の事実に基づく。  
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諮問第２号「公平負担徹底のあり方について」答申 要旨 

 

（検討の背景） 

▽ ＮＨＫ受信料制度等検討委員会では、受信料の公平負担徹底のあり方について、本年２月、 

ＮＨＫ会長より諮問を受け、検討した。 

  ●諮問第２号「公平負担徹底のあり方について」 

   今後、さらなる公平負担の徹底と営業経費の抑制を図るため、諸外国の公共放送の取り組

み事例等を踏まえ、国内の諸制度との整合性、視聴者・国民の理解等の観点から、適切な制

度整備のあり方について、見解を求める。 

 

▽ 受信料は、公共放送としてのＮＨＫが、自主・自律を堅持し、あまねく全国に豊かで良い放送番

組を提供する等、その社会的使命を果たすための財政的な基盤であり、受信料制度は、視聴

者・国民が受信料を公平に負担することによって成り立つものである。このため、放送法第６４条

第１項において、ＮＨＫの放送を受信することができる受信設備を設置した者は、ＮＨＫと受信契

約を締結することが規定されている。 

 

▽  しかしながら、受信設備を設置した者のうち約２０％が受信料の支払いがまだないと推定さ

れ、受信料を支払っている多数（約８０％）の者にとって不公平な状態となっており、制度の趣旨

や不公平感の解消の観点から、公平負担の徹底が必要である。さらに、その結果としての受信

料収入の増加は、放送サービスの充実や視聴者・国民の負担軽減等という形で還元につながる

ことから、公平負担の徹底は、視聴者・国民の利益に結びつくことになる。 

 

▽ ＮＨＫは、これまでも公平負担の徹底に向け、法人委託の拡大による体制整備や各種事業者と

の連携強化および民事手続きの実施等、現行制度内で実施可能なさまざまな取り組みを進めて

きている。一方、受信設備を設置した者が、自主的に契約の締結を申し出る割合は限定的であ

り、契約収納のための訪問活動が不可欠となっているが、受信設備の設置を確認することや、契

約・支払いの応諾を得ることに困難性がある。さらに、オートロック式共同住宅の増加や在宅時

間の深夜化等、住環境・生活時間帯の変化により、訪問活動による受信者の把握や面接が、視

聴者・国民の生活様式に合わない状況も生じてきている。 

 

（検討の論点） 

▽ こうした状況に鑑み、公平負担を徹底し不公平な状態を解消するため、受信料の支払率が  

９０％を超える主な海外の公共放送の事例を参考に、視聴者・国民にとっての利便性等を考慮し

て、「居住情報の利活用制度」「受信設備の設置状況の確認制度」「不払い等を抑止する制度」

「公共料金等との一括支払い制度」について検討した。 
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（居住情報の利活用制度） 

▽ 「居住情報の利活用制度」は、ＮＨＫが公益事業者等に対して、受信契約が確認できない家屋

の居住情報を照会することにより、郵送による契約案内を可能とするものである。この制度は、

視聴者・国民にとって、訪問を受けることなく契約手続きを簡便に行えるという利点がある。あわ

せて、公平負担の徹底という目的には、公益性・合理性が認められることから、制度を整備する

妥当性があると考えられる。 

具体的には、個人情報保護の観点から、照会できる情報の内容を氏名・住所に限定するととも

に、利活用の目的および照会先についても限定し、情報の安全管理措置を十分に講じたうえで、

必要な範囲内に限り情報を照会できる制度を検討することが妥当と考えられる。 

 

（受信設備の設置状況の確認制度） 

▽ 「受信設備の設置状況の確認制度」は、ＮＨＫからの郵送による照会に対して、受信設備を設

置していない場合は申し出てもらうこと等により、設置状況を確認するものである。この制度は、

受信設備を設置していない者にとって、申し出ることにより訪問による契約勧奨を受けることがな

くなるという利点がある。あわせて、公平負担の徹底という目的には公益性・合理性が認められ

る。また、視聴者からの申し出以外にＮＨＫは受信設備の設置状況を確認する方法がないことか

ら、制度を整備する妥当性があると考えられる。 

具体的には、ＮＨＫからの照会に対して未設置の申し出がないことに加え、屋外の受信設備が

確認できることと組み合わせる等、受信設備の設置を推定しうる合理的な前提事実に基づき「設

置」を推定したうえで契約の締結を求め、受信設備を設置していないことが確認できた場合は、契

約の締結を求めない制度を検討することが妥当と考えられる。 

 

（不払い等を抑止する制度） 

▽ 「不払い等を抑止する制度」について、放送法に罰則は規定されていない。海外の公共放送で

整備されているような罰則を法制化しようとする場合には、受信料の支払義務を法律に規定する

ことが必要となるが、このように制度を改めて罰則を伴う支払義務化を行うことは、ＮＨＫの公共

放送としての性格への影響等を考慮すると、慎重に検討すべきである。「不払い等を抑止する制

度」としては、既に放送受信規約に割増金が規定されており、その運用について検討することが

妥当と考えられる。 

 

（公共料金等との一括支払い制度） 

▽ 「公共料金等との一括支払い制度」は、視聴者・国民の支払いに関する利便性が向上すること

等から、その仕組みを整備・運用する必要性はあると考えられる。ただし、事業者に受信料の収

納業務を行う義務を法的に課す形は、受信料の収納業務全般を特定の企業に任せることになる

ため、公共放送としての性格や使命に疑念を持たれる可能性があるとともに、視聴者に支払方

法を強制することになるため、困難と考えられる。現在、ＮＨＫが一部で行っているように、各事業

者との自主的な取り組みを推進する形が妥当と考えられる。 
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（おわりに） 

▽ 答申では、受信料の公平負担が、公共放送を維持運営するために極めて重要であるとともに、

不公平な状態となっていることを重く見て、採りうる制度について見解を示した。必要性・妥当性

があるとした制度の整備・運用にあたっては、視聴者・国民の理解を得ることが重要であり、ＮＨ

Ｋが信頼され、公共放送として求められる役割・機能を果たしていることが前提となる。そのうえ

で、どの程度の公平負担の徹底と経費の削減が期待できるかについて具体的に示すことも重要

となる。ＮＨＫにおいて、具体的な検討を進め、制度の整備・運用により不公平な状態が解消さ

れ、視聴者・国民に対して適切な還元がなされることを期待する。 
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１．諮問第２号「公平負担徹底のあり方について」検討にあたって 

（１）検討の背景 

 ＮＨＫ受信料制度等検討委員会では、受信料の公平負担徹底のあり方について、本年２月、

ＮＨＫ会長より諮問を受け、検討した。 

 ●諮問第２号「公平負担徹底のあり方について」 

今後、さらなる公平負担の徹底と営業経費の抑制を図るため、諸外国の公共放送の取

り組み事例等を踏まえ、国内の諸制度との整合性、視聴者・国民の理解等の観点から、適

切な制度整備のあり方について、見解を求める。 

 

 受信料は、公共放送としてのＮＨＫが、自主・自律を堅持し、あまねく全国に豊かで良い

放送番組を提供する等、その社会的使命を果たすための財政的な基盤であり、受信料制度は、

視聴者・国民が受信料を公平に負担することによって成り立つものである。このため、放送

法第６４条第１項において、ＮＨＫの放送を受信することができる受信設備を設置した者は、

ＮＨＫと受信契約を締結することが規定されている。 

 受信料の公平負担は、受信料制度の根幹を成すものであり、受信者間の公平性を保ち公共

放送を維持運営するために極めて重要なものである。 

  しかしながら、受信設備を設置した者の約２０％が受信料の支払いがまだないと推定さ

れ、既に受信料を支払っている多数（約８０％）の者にとって、不公平な状態となっており、

制度の趣旨や不公平感の解消の観点から、公平負担の徹底が必要である。 

 ＮＨＫは、「２０１５－２０１７年度経営計画」における重点方針の一つとして「受信料

の公平負担の徹底に向け、最大限努力」を掲げており、これまでも法人事業者への業務委託

による契約収納活動の体制整備、公益事業者との連携強化や民事手続きの着実な実施等、現

行制度内で実施可能なさまざまな改革施策に取り組んでいる。 

 しかし、現状においては、受信設備を設置した者が自主的に契約の締結を申し出る割合は

限定的1であって、契約勧奨のための訪問活動が不可欠な状況であり、結果として契約収納

活動に営業経費がかさむ状況となっている。 

 加えて、オートロック式共同住宅の増加2や在宅時間の深夜化等、住環境・生活時間帯の変

化により、訪問活動による受信者の把握や面接等が視聴者・国民の生活様式に合わない状況

も生じてきており、公平負担の徹底は、ますます厳しい状況になっている。 

 受信料（国によって性格が異なる）を財源として運営されている主要な海外（イギリス・

フランス・ドイツ・イタリア・韓国）の公共放送（以下、「主な海外の公共放送」という。）

においては、受信料の収納活動に資するさまざまな制度が整備されている結果、支払率は 

９０％を超えるとともに、収納にかかる経費も低く抑えることが可能な状況になっている3。 

 受信料の公平負担を一層徹底するとともに、契約収納活動にかかる経費を削減していくた

めには、公共放送の位置づけや国情の違い等を考慮しながら、主な海外の公共放送のさまざ

まな制度を参考に、適切な制度整備のあり方を検討していくことが必要と考えられる。 

                                                   
1 参考資料５ページ参照 
2 参考資料６ページ参照 
3 参考資料７～８ページ参照 
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＜ＮＨＫの契約収納活動における困難性について＞ 

ＮＨＫの説明によると、現行受信料制度のもとで行う契約収納活動においては、次のとお

り、主に「把握」「面接」「確認」「応諾」の４つの困難性が存在する4。 

・ 「把握」の困難性：１軒１軒訪問して居住の有無等について確認すること（巡回訪問によ

る確認）が必要となる等、受信契約の対象者を把握することの困難性。 

・ 「面接」の困難性：オートロック式共同住宅の増加や在宅時間の深夜化等、住環境・生活

時間帯の変化を背景とした、面接することの困難性。 

・ 「確認」の困難性：受信設備（衛星受信設備を含む）の設置を視聴者の申告に基づいて確

実に確認することの困難性。 

・ 「応諾」の困難性：説明を尽くしても、受信契約の締結や受信料の支払いについて、応諾

を得ることの困難性。 

こうした困難性が存在することにより、契約勧奨等のために相当数の訪問が不可欠となっ

ている。しかし、そのうち、面接できる件数や契約締結等に至る件数は少なく5、訪問による

契約勧奨等は必ずしも効率的とは言えないものとなっている。 

主な海外の公共放送においては、さまざまな制度が整備されていること等により、ＮＨＫ

が実施しているような大規模な訪問活動は行われていない。訪問活動の経費については、視

聴者が負担する受信料によるものである。また、一般に勧奨等のための訪問を望まない者も

多く6、こうした状況に鑑みれば、適切な制度を整備することにより、訪問活動に関する現状

を改善する必要性が高いと考えられる。 

 

（２）検討対象の制度・論点および観点 

＜検討対象の制度・論点について＞ 

 ＮＨＫ受信料制度等検討委員会（以下、「検討委員会」という。）では、主な海外の公共放

送における取り組みを踏まえ、ＮＨＫの契約収納活動における４つの困難性に対応するもの

として、以下の制度を対象とし、必要性および妥当性、適切な制度のあり方について検討を

重ねた。 

・ 居住情報の利活用制度 

・ 受信設備の設置状況の確認制度 

・ 不払い等を抑止する制度 

・ 公共料金等との一括支払い制度 

なお、放送方式としては、料金を支払った者にのみ放送番組を視聴できるようにする、い

わゆる有料スクランブル方式もある。受信料は、ＮＨＫによる放送の対価ではなく、ＮＨＫ

の維持運営のための特殊な負担金である。この受信料を財政基盤とするからこそ、特定の利

                                                   
4 参考資料９ページ参照 
5 平成２７年度の訪問活動の実績では、年間の訪問件数は約１.４億回、そのうち、面接できた率は 

約１５％、契約締結まで至った率は約２％となっている。 
6 消費者庁「消費者の訪問勧誘・電話勧誘・ＦＡＸ勧誘に関する意識調査」（平成２７年５月）では、

「全く受けたくない」９６.２％、「家なら受けてもよいが職場では受けたくない」２.１％、「職場なら

受けてもよいが、家では受けたくない」１.３％、「受けたい」０.５％となっている。 
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益や視聴率に左右されず、社会生活の基本となる確かな情報や、豊かな文化を育む多様な番

組を、あまねく提供することが可能となり、ＮＨＫが社会的使命を果たすことが出来るもの

と考える。いわゆる有料スクランブル方式は、公共放送になじまないものであり、主な海外

の公共放送においても、こうした方式を採用している国はない。そのため、現行の受信料を

財源とすることを維持したうえで、公平負担の徹底を実現する方法を検討することとし、い

わゆる有料スクランブル方式については、検討対象の制度に含めていない。 

 

＜検討の観点について＞ 

検討にあたっては、視聴者・国民の理解、視聴者・国民にとっての利便性、国内の諸制度

との整合性、取り組みの実効性等の観点を重視した。 
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２．「居住情報の利活用制度」について 

（１）検討の経緯 

 受信料の契約収納活動における「把握」および「面接」の困難性に対応する制度として、

海外の公共放送では、たとえばイギリスでは郵便局の住所情報、フランスでは住居税支払者

情報等、ドイツでは住民登録情報、イタリアおよび韓国では電気料金支払者情報を収納活動

に活用している。その多くの制度においては、公共放送がそれらの情報を活用できることを

法律等により規定している7。 

 国内には海外のように公共放送が居住情報を利用できることを規定した制度は存在しな

い。そのため、ＮＨＫは、現行の法制度において、一般的に利用可能な範囲内で居住情報を

活用しているが、その活用できる対象は限定的8となっている。 

 検討委員会では、「居住情報の利活用制度」について、視聴者・国民の理解、視聴者・国

民にとっての利便性、国内の諸制度との整合性、また、個人情報保護の観点から、情報活用

の目的の合理性および活用する情報の範囲等を十分に考慮し、その必要性および妥当性、適

切な制度のあり方を検討した。 

 

（２）制度の必要性および妥当性 

 「居住情報の利活用制度」としては、海外の制度を参考にすると、契約が確認できない家

屋の居住情報について、公共放送が利活用できる制度を法律において規定することが想定さ

れる。これを整備することで確実な契約勧奨による公平負担の徹底が図られるだけでなく、

１軒１軒訪問して居住の有無等を確認する巡回訪問活動の削減や、契約書の郵送により面接

活動の削減が可能となる9等、視聴者・国民の利便性の向上にもつながることになる。 

 公平負担の徹底による受信料収入の増加や契約収納活動の効率化に伴う経費の削減は、Ｎ

ＨＫが受信料で成り立つ公共放送であることに鑑みれば、放送サービスの充実や視聴者・国

民の負担軽減等という形で還元につながることから、公平負担の徹底は、視聴者・国民の利

益に結びつくことになる。 

 また、既に受信料を支払っている多数（約８０％）の者にとっては、不公平感の解消につ

ながる。 

 あわせて、昨今のプライバシー意識の高まり等から、突然の訪問を望まない方も少なくな

い。また、住環境・生活時間帯の変化により、訪問による面接が視聴者・国民の生活様式に

合わない状況も生じてきている。居住情報に基づき郵送により契約案内をすることが可能と

なれば、視聴者が訪問による受信契約の勧奨を受けることなく契約手続きを簡便に行えるよ

うになるという利点がある。 

 こうした観点を踏まえれば、「居住情報の利活用制度」を整備・運用する必要性はあると

考えられる。 

 国内においても、合理性のある目的のために居住情報を含む個人情報を照会することを認

める制度の例がある。また、公平負担を徹底し、公共放送の財政基盤を安定化させるととも

                                                   
7 参考資料１１ページ参照 
8 参考資料１２ページ参照 
9 参考資料１３ページ参照 
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に、視聴者が支払う受信料によって実施される業務を効率化するという目的には、公益性・

合理性がある。こうした公益性・合理性があることや、視聴者が訪問を受けることなく契約

手続きを簡便に行えることを考慮すると、「居住情報の利活用制度」は、個人情報保護との

関係からも、許容されうるものと考えられる。先述したように、主な海外の公共放送におい

ても広く同様の制度が整備されていることも勘案すると、「居住情報の利活用制度」を整備・

運用する妥当性もあると考えられる。 

 

（３）適切な制度の検討 

 「居住情報の利活用制度」について、どのような制度とすることが適切か、海外の事例等

をもとに具体的に検討した。 

 「居住情報の利活用制度」については、視聴者・国民の理解の観点、情報を提供する事業

者の負担の大きさや、国内の諸制度との整合性の観点等から、海外の公共放送で整備されて

いるような、情報の通知を事業者に義務づける制度は適切ではなく、ＮＨＫが事業者に対し

て情報を照会できる制度が妥当と考えられる。 

 具体的には、情報の照会の目的を、放送法第６４条第１項に基づく契約義務を履行しない

者の特定に限定し、ＮＨＫが取得した情報を契約に関する業務にしか利用できない制度とす

ることが適切と考えられる。こうすることで、公平負担の徹底と業務の効率性という公益性・

合理性のある目的にしか、居住情報が利活用できないことになる。 

 また、照会する情報の内容についても、氏名・住所に限定する制度とすることが適切と考

えられる。こうすることで、個人情報保護法において、特に配慮を要する情報として規定さ

れた「要配慮個人情報」等の秘匿性の高い情報は対象とならないことになる。 

 あわせて、先述したように、視聴者が訪問による契約勧奨を受けることなく郵送等により

契約手続きを簡便に行えることとなり、訪問による契約勧奨を受けている現状と比較した場

合、視聴者・国民の手間は軽減されることになる。 

 以上のことから、情報の安全管理措置を十分に講じたうえで、情報を照会できる制度を整

備することは、個人情報保護の観点からも、妥当性があると考えられる。 

 情報の照会先については、ＮＨＫが必要とする情報は居住実態に即した情報であること、

受信契約は世帯単位で締結されること等に鑑みると、世帯単位の正確な居住情報を保有して

いる公益事業者が適切と考えられる。そのうち、必要十分な事業者の範囲に限定したうえで

照会可能とすることが妥当と考えられる。 

 

（４）考慮すべき事項および今後の検討課題 

 居住情報の照会先となる公益事業者については、実効性等を考慮して適切な事業者を具体

的に検討する必要がある。 

 「居住情報の利活用制度」の整備・運用にあたっては、視聴者・国民の理解および公益事

業者からの協力を得るためにも、ＮＨＫにおいて取得された情報の安全管理措置等の仕組み

を検討していくことが当然ながら前提となる。ＮＨＫでは、受信料の契約収納業務において、

既に大量の個人情報を取り扱っており、その安全管理のための措置を講じていると考えられ

るが、「居住情報の利活用制度」に基づき取得された情報については、現在の措置に加えて、



 

11 

 

さらなる措置が必要となると考えられる。具体的には情報を管理するシステムへのアクセス

制御等の技術面、取り扱う区域の管理等の物理面、取り扱う従事者の教育等の人材面におけ

る、より一層の強化等、十分な措置を講ずることが必要である。 
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３．「受信設備の設置状況の確認制度」について 

（１）検討の経緯 

 受信設備の設置状況の「確認」の困難性に対応する制度として、海外の公共放送では、た

とえばフランスやイタリア、韓国において、世帯が当然に受信設備を設置しているとみなし

たうえで、未設置の場合には視聴者が申告する未設置申告の仕組みが導入されている10。 

 ＮＨＫは現在、基本的に世帯を訪問して受信設備の設置を口頭で確認しているが、面接で

きないこと等により、設置確認が十分に行えない状況にある。 

 検討委員会では、「受信設備の設置状況の確認制度」について、視聴者・国民の理解、視

聴者・国民にとっての利便性、国内の諸制度との整合性、また受信設備の設置に関する立証

責任のあり方等を十分に考慮し、その必要性および妥当性、適切な制度のあり方を検討した。 

 

（２）制度の必要性および妥当性 

 「受信設備の設置状況の確認制度」は、海外の制度を参考にすると、世帯が受信設備を設

置していない場合は申し出てもらうこと等により、設置状況を確認する制度を法律で規定す

ることが想定される。これを整備することで確実な契約対象者の把握による公平負担の徹底

が図られるとともに、面接による設置確認が不要となり、面接活動の削減が可能となり11、

視聴者・国民の利便性の向上にもつながることになる。 

 公平負担の徹底等については、先述したように、適切な形での視聴者・国民への還元と不

公平感の解消につながる。 

 あわせて、昨今のプライバシー意識の高まり等から、突然の訪問を望まない者も少なくな

い。また、オートロック式共同住宅の増加や在宅時間の深夜化等、住環境・生活時間帯の変

化により、訪問による面接が視聴者・国民の生活様式に合わない状況や、受信設備の多様化

により設置確認の困難性が高まっている状況も生じてきている。受信設備を設置しておらず

契約義務がない者については、申し出ることにより訪問による契約勧奨を受けることがない

という利点がある。 

 こうした観点を踏まえれば、「受信設備の設置状況の確認制度」を整備・運用する必要性

はあると考えられる。 

 受信設備の設置という事実の確認に関して、視聴者・国民とＮＨＫとの間で情報の非対称

性（当事者間で持っている情報に差があること。設置に関する情報は視聴者・国民しか持っ

ておらず、ＮＨＫは設置状況を自ら確かめる手段を持たない）がある。国内においても、情

報の非対称性がある場合に情報の提供を求めることができる制度がある。また、公平負担を

徹底し、公共放送の財政基盤を安定化させるとともに、視聴者が支払う受信料によって実施

される業務を効率化するという目的には公益性・合理性がある。加えて、海外の公共放送に

おいて同様の仕組みが整備されている国もあることから、「受信設備の設置状況の確認制度」

を整備・運用する妥当性もあると考えられる。 

 

 

                                                   
10 参考資料１５ページ参照 
11 参考資料１６ページ参照 
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（３）適切な制度の検討 

 「受信設備の設置状況の確認制度」について、どのような制度とすることが適切か、海外

の事例等をもとに具体的に検討した。 

 視聴者・国民の理解や国内の諸制度との整合性等の観点から、海外の公共放送で整備され

ているように、受信設備の設置について、世帯の側からの申告を求め、未設置であることを

申告しない場合は設置されているとみなし、設置していない場合であっても反証を認めない

制度を整備することは困難と考えられる。 

 一方、照会に対する未設置の申し出がないという事実に加え、屋外の受信設備が確認され

ることと組み合わせる等、受信設備の設置を推定しうる合理的な前提事実に基づき設置を推

定したうえで契約の締結を求め、受信設備を設置していないことが確認できた場合は、契約

の締結を求めない制度を検討することは、妥当と考えられる。 

 具体的には、ＮＨＫが受信設備の設置の事実を立証することが困難であるなかで、経験則

も考慮して、合理的な前提事実に基づき「設置」の事実を推定するのであれば、立証責任の

あり方の観点から、妥当性はあると考えられる。 

 また、未設置の申し出について、世帯の側から行うことを求めるのではなく、ＮＨＫが文

書の郵送により複数回照会したうえで回答を促す等の方法を採れば、視聴者・国民は設置の

有無を返信等するだけで足りることとなる。訪問による契約勧奨を受けている現状と比較し

た場合、視聴者・国民の手間は限定的であり、こうした制度に妥当性はあると考えられる。 

 

（４）考慮すべき事項および今後の検討課題 

 「受信設備の設置状況の確認制度」の整備・運用を検討するにあたっては、ＣＡＳメッセ

ージの消去連絡等を含め、どのような複数の事実を組み合わせて設置を推定するかについて、

実効的かつ効率的な方法を具体的に検討する必要がある。 

 受信設備を真に設置していない者に過度な手間をかけることなく、受信契約の締結を不要

とする実効的な方法や虚偽の回答を抑止する方法について、検討する必要がある。 
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４．「不払い等を抑止する制度」について 

（１）検討の経緯 

 受信料支払いの「応諾」の困難性に対応する制度として、主な海外の公共放送では、受信

料の不払いや受信設備の設置に関する虚偽の申告に対する罰則等により、それらを抑止する

制度が整備されている12。 

 放送法においては、罰則は規定されていない。制度としては、放送法第６４条第３項に基

づき総務大臣の認可を受けた日本放送協会放送受信規約第１２条*に、支払いについて不正

があった場合等の割増金が規定されている。ただし、これまで割増金が運用された実績はな

い。 

 * 放送受信規約第１２条（放送受信契約者の義務違反） 

 放送受信契約者が次の各号の１に該当するときは、所定の放送受信料を支払うほか、その２倍に

相当する額を割増金として支払わなくてはならない。 

 （１）放送受信料の支払いについて不正があったとき 

 （２）放送受信料の免除の事由が消滅したにもかかわらず、その届け出をしなかったとき 

 検討委員会では、不払い等を抑止する制度について、海外の公共放送の位置づけや国情の

違い、視聴者・国民の理解、国内諸制度との整合性、ＮＨＫや受信料の性格への影響等を十

分に考慮して、その必要性および妥当性、適切な制度のあり方について検討した。 

 

（２）制度の必要性および妥当性 

 「不払い等を抑止する制度」の整備・運用により、公平負担の徹底が図られるとともに、

自主的な契約締結の申し出等が期待でき、契約の締結や受信料の支払いを求める活動の削減

が可能となる。 

 公平負担の徹底等については、先述したように、適切な形での視聴者・国民への還元と不

公平感の解消につながることになる。 

 こうした観点に加え、受信料の支払率は８０％に達しようとしており、今後、契約・支払

いをなお拒否する者から応諾を得ることの困難性が高まることが想定される状況において、

「不払い等を抑止する制度」を整備・運用する必要性はあると考えられる。 

 不払者に対する厳格な措置については、受信料の不払いに対する民事手続きが、開始から

１０年以上経過することで定着していると考えられる。放送受信規約において既に割増金が

規定されており、国内においても同様の制度の例があること、また、海外の公共放送におい

ても罰金等の制度が整備されていることから、「不払い等を抑止する制度」を整備・運用す

る妥当性もあると考えられる。 

 

（３）適切な制度の検討 

 「不払い等を抑止する制度」としては、「罰則等の法制化」または「割増金規定の運用」

が考えられる。 

 海外の公共放送においては、罰則等を法制化しているが、日本において不払いに対する罰

則等を制度として採用しようとする場合には、現行の契約義務という法律構成を見直し、受

                                                   
12 参考資料１８ページ参照 
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信料の支払義務を法律に直接規定することが必要となると考えられる。 

 しかし、罰則等の法制化を伴う支払義務化を行うことは、ＮＨＫの公共放送としての性格

への影響等を考慮すると、慎重に検討すべきものである。 

 一方、割増金については、既に総務大臣の認可を受けた放送受信規約に規定されており、

その運用によりＮＨＫの性格に影響を及ぼすものではない。不払い等に対する一定の抑止効

果も期待できると考えられる。 

 そのため、「不払い等を抑止する制度」として罰則等の法制化ではなく、既に放送受信規

約に規定されている割増金について、虚偽の申し出により支払いを免れる等、不正の度合い

が高いと考えられる場合について、その運用を検討することが妥当と考えられる。 

 

（４）考慮すべき事項および今後の検討課題 

 放送受信規約で規定されている割増金を運用するにあたっては、適用要件をより明確に規

定することが必要であり、その要件については、割増金を適用する対象であることが合理的

かつ客観的に判断できるようにすること等で、運用の実効性が担保される内容であることが

必要と考えられる。 

 あわせて、当該規定の運用にあたっては、事前に十分な周知を行う必要がある。 

 なお、支払義務化については、法律関係を簡明化し、受信料制度が視聴者・国民に分かり

やすくなるという利点があり、制度の設計の仕方によっては、ＮＨＫや受信料の性格を歪め

ることもない。罰則等を伴わない支払義務化については、視聴者・国民の理解、義務化を規

定することによる関連制度への影響、現在の契約構成の意義等を含め、多面的な観点から議

論していくことが必要であると考えられる13。 

                                                   
13 支払義務化を行わない場合においても、受信契約における視聴者とＮＨＫの法律関係をより簡明化す

るという観点から、必要事項を放送法に規定することも検討の対象になると考えられる。ただし、その

場合でも、ＮＨＫの独立性や財政の安定性への影響等を十分に考慮する必要があると考えられる。 
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５．「公共料金等との一括支払い制度」について 

（１）検討の経緯 

 受信料の契約収納活動における困難性全般に対応する制度として、海外の公共放送では、

たとえばイタリアと韓国において、電気料金との一括支払い制度が導入されている14。 

 ＮＨＫでは、利用希望者に対し、一般的な業務委託の範囲内で通信料金との一括支払いを

可能にしているが、利用者（平成２８年度末：約２３万件）の拡大には一定の限界がある。 

 検討委員会では、「公共料金等との一括支払い制度」について、視聴者・国民の理解、国

内諸制度との整合性、ＮＨＫや受信料の性格への影響等を十分に考慮して、必要性および妥

当性、適切な制度のあり方を検討した。 

 

（２）制度の必要性および妥当性 

 「公共料金等との一括支払い制度」により、確実な収納が可能となり公平負担の徹底が図

られるとともに、契約の締結や受信料の支払いを求める活動の削減が可能となる。 

 公平負担の徹底等については、先述したように、適切な形での視聴者・国民への還元や不

公平感の解消につながる。 

 あわせて、視聴者・国民にとっては、支払いの利便性が向上するという利点がある。 

 こうした観点を踏まえれば、公共料金等との一括支払いを行う仕組みを整備・運用する必

要性はあると考えられ、海外の公共放送において同様の制度が整備されている国もあること

から、「公共料金等との一括支払い制度」を整備・運用する妥当性もあると考えられる。 

 

（３）適切な制度の検討 

 公共料金等との一括支払いについて、事業者に受信料の収納業務を行う義務を法的に課す

ことは、国内において同様の制度がないこと、受信料の収納業務全般を特定の企業に任せる

ことに対し、ＮＨＫの公共放送としての性格や使命に懸念を持たれる可能性があること、視

聴者にとっては支払方法を強制的に決められること等から、困難と考えられる。 

 このため、「公共料金等との一括支払い制度」については、事業者に対して法的義務を課

す形ではなく、既にＮＨＫが一部で行っているように、各事業者との自主的な取り組みを推

進する形が、現時点では妥当と考えられる。 

  

                                                   
14 参考資料７ページ参照 
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６．おわりに 

 

本答申では、受信料の公平負担が、公共放送を維持運営するために極めて重要であるとと

もに、受信料を支払っている多数の者にとって不公平な状態となっていることを重く見て、

海外の公共放送の取り組み等を参考に、採りうる制度について見解を示した。 

検討対象とした制度のうち、「居住情報の利活用制度」および「受信設備の設置状況の確

認制度」については、制度の目的に公益性・合理性があること、視聴者・国民の利便性が向

上すること等から、新たな制度を整備・運用する必要性・妥当性があるとしている。一方、

これらの制度は、視聴者・国民の個人情報を一部利用することや新たな手間を求めるもので

もあることから、整備・運用にあたっては、視聴者・国民の理解を得ることが重要となる。

検討委員会では、この観点を重視し、適切な制度整備のあり方を検討してきたが、視聴者・

国民の理解を得るためには、ＮＨＫが信頼され、公共放送として求められる役割・機能を果

たしていることが前提となることは言うまでもない。そのうえで、制度の整備・運用により、

どの程度の公平負担の徹底と経費の削減が期待できるかについて、具体的に示すことも重要

となる。 

公平負担の徹底は、ＮＨＫに課せられた使命・責務であり、ＮＨＫには、公共放送として

の役割・機能を果たしつつ、不断に努力することが求められている。ＮＨＫにおいて、本答

申で指摘した課題等を踏まえ、具体的な制度の検討を進め、制度を整備･運用することによ

り、不公平な状態が解消され、視聴者・国民に対して適切な還元がなされることを期待する。 
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